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１．第５期介護保険事業（支援）計画の策定に当たっての留意点について 

○ 第５期介護保険事業（支援）計画（以下「第５期計画」という。）の作成については、今

後、国が示す基本指針等を踏まえ、各市町村・都道府県において、高齢者の実態把握や給付

分析等の準備作業から、平成２３年度末頃の決定・公表に至るまでの間、様々な作業を進め

ていただくこととなる。 

         

○ 第５期計画の策定に当たっては、まず、 

      ① 介護従事者処遇改善臨時特例交付金による第４期保険料の軽減効果、 

      ② 介護給付貹準備基金の取崩しによる第４期保険料の軽減効果、 

      ③ 第４期から第５期までの自然増 

  等の各種要因を勘案し、より精緻な事業量等の見込みを行っていただきたい。 

 

（参考） 

第５期の介護保険料

第４期（H21~H23） 第５期（H24~H26）

準備基金の取り崩し
介護従事者処遇改善臨時特例
交付金（H20補正）による

軽減効果

約4,500円
第４期の
実力ベース

4,160円
第４期の
全国平均

給付改善？

介護職員処遇改善交付金（H21補正）の反映

16万人分緊急基盤整備（H21補正）の影響

による給付増

自然増

5,000円程度

 

 

 

Ⅰ 地域包括ケアを念頭においた第５期介護保険事業（支援）計画の策定について 
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２．地域包括ケア（地域における介護・医療・福祉の一体的提供）の推進について 

（第５期計画の充実強化） 

○ 第３期計画以降は、 

①急速な高齢化の進展（特に、独居高齢者、認知症の高齢者の増加等）、 

②高齢者像と地域特性の多様化等、 

  高齢者の保健医療福祉を取り巻く環境の変化等に適切に対応し、高齢者が要介護状態になっ

ても、可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう、介護、予防、医療、生

活支援サービス、住まいの５つを一体化して提供していく「地域包括ケア」の考え方に基づ

き、取り組んでいただいているところであり、引き続き、第３期、第４期計画の延長線上に

位置づけられる第５期計画の取組に当たっては、第３期計画策定時に定めた平成２６年度ま

での目標達成に向けて継続的に取り組むことが必要である。 

 

○ この「地域包括ケア」とは、高齢者の生活を地域で支えるために、必ずしも介護保険の保

険給付だけでは十分ではないことから、まず高齢者のニーズに応じ、①住宅が提供されるこ

とを基本とした上で、高齢者の生活上の安全・安心・健康を確保するために、②独居や夫婦

二人暮らしの高齢者世帯、或いは認知症の方がいる世帯に対する緊急通報システム、見回り、

配食等の介護保険の給付対象でないサービス、③介護保険サービス、④介護予防サービス、

⑤在宅の生活の質を確保する上で必要丌可欠な医療保険サービスの５つを一体化して提供

していくという考え方である。 

 

 

【地域包括ケアの５つの視点による取組み】
地域包括ケアを実現するためには、次の５つの視点での取組みが包括的（利用者のニーズに応じた①～⑤の適切な組み合わせによるサービス提供）、
継続的（入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目ないサービス提供）に行われることが必須。

①医療との連携強化
・２４時間対応の在宅医療、訪問看護やリハビリテーションの充実強化。
②介護サービスの充実強化
・特養などの介護拠点の緊急整備（平成２１年度補正予算：３年間で１６万人分確保）
・２４時間対応の在宅サービスの強化
③予防の推進
・できる限り要介護状態とならないための予防の取組や自立支援型の介護の推進
④見守り、配食、買い物など、多様な生活支援サービスの確保や権利擁護など
・一人暮らし、高齢夫婦のみ世帯の増加、認知症の増加を踏まえ、様々な生活支援（見守り、配食などの生活支援や財産管理などの権利擁護サービ
ス）サービスを推進。
⑤高齢期になっても住み続けることのできるバリアフリーの高齢者住まいの整備（国交省）
・高齢者専用賃貸住宅と生活支援拠点の一体的整備、・持ち家のバリアフリー化の推進

日常生活圏域
（30分でかけつけられる圏域）

地域包括ケアシステムについて
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高齢者個別のニーズ及び地域の課題を把握

介護保険事業計画へ反映・介護保険事業計画策定委員会（日常生活圏域部会）

既存・新たなサービス（仕組み）や課題に応じた支援基盤等を構築
（地域包括支援ネットワークの構築）

地
域
包
括
支
援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

総合相談支援

権利擁護 介護予防ケアマ
ネジメント

包括的・継続的ケ
アマネジメント

・高齢者専用賃貸住宅
・（一般・適合）

住宅

・見守り・声かけ
・配食・会食・送迎
・買い物・緊急通報等

介護保険外サービス等
（生活支援）

・かかりつけ医
・在宅療養支援診療
・訪問看護 等

医療系サービス
・法定後見
・任意後見
・地域市民後見人等
・生活保護 等

福祉・権利擁護

課題抽出・解決ネットワークへの地域住民等の参加推進

地域包括ケアの普及啓発
（地域力アップ）

保
険
者

機
能
強
化

・介護予防

・訪問介護
・通所介護
・特養・老健 等

介護保険サービス

要介護者への支援（ケアマネジャー）

後方支援
・ネットワークの
構築・ネットワー
クを活用した支援

ニーズの早期発
見

家族介護者も含めた要介護者以外への支援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
へ
の
参
加

ネットワークを活用した
支援

地域包括支援センター（地域包括ケアのコーディネート）

ニーズの発見

センターへの
支援要請

地域ケア会議
チームケアの支援

他職種・他制度連結調整

地域包括ケアシステムの構築

地域住民
自治会等

民生委員 ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ サービス事
業者

医療機関
医師会

その他
銀行
商店街等

Ａ地域包括支援
センター

Ｂ地域包括支援
センター

市役所介護保険
担当所管等

Ｃ地域包括支援
センター

連携

課題抽出
ネットワーク

課題解決
ネットワーク

訪問調査・通報・相談・見守り・地域活動支援ネットワーク

総合相談支援・発見・ニーズ調査※（地域課題の抽出）

地域ケア会議※
支援方針の決定、支援計画調整

ケアチーム編成、マネジメントのキーパーソン決定
地域ネットの進行管理等

介護保険課等
地域包括支援ｾﾝﾀｰ職員
ケアマネジャー事業者
障害福祉担当者・生活保護担当者
社協・ＤＶ相談員・消費生活相談員
保健ｾﾝﾀｰ・医師・施設担当者・後見人等

家族・民生委員

自治会ﾏﾝｼｮﾝ管理人
賃貸住宅管理会社
宅建主任・親族
・近隣住民

生活・介護支援ｻﾎﾟｰﾀｰ
など

サービス介入チーム
地域包括支援センター

医師・ケアマネージャー
サービス事業者・施設担当者

後見人・社協など

見守りチーム
近隣住民・民生委員・自治会

介護ｻﾎﾟｰﾀｰ・地域ボランティア
地区社協・商店街 等

課題整理等

・他職種

・他制度

・地域人材

上記の連結

課題解決

ネットワーク

（チームケア）

地域介入ネットワーク

地域包括支援センター等が主催

地域的レベル
・見守り声かけ
予防的レベル
・閉じこもり
・孤立・孤独
地域活動

個別的レベル

・困難ケース

・チーム対応

・専門職

・非専門職

教育された

地域住民

個別的レベル
・困難ケース
・チーム対応
・専門職
・研修等により
育成された
地域住民

軽度

重度

対応レベル

警察署

家庭裁判所

医療連携

地域包括ケアの連携フローについて
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Ｂエリア
日常生活圏域基盤の例

地域包括
支援センター

Ａエリア

Ｂエリア
人口４万人

高齢化率１６％
認定率１２．５％

※中高層住宅に高齢
化が進展し、一人暮ら
しも多い

※高齢者人口の将来
的な伸びは鈍化

Ｃエリア

圏域内高齢者数

将来増加者
サービス必要量（ニーズ）

多様サービスの整備による事
業運営とニーズ充足

高専賃（ＬＳＡ付き）＋複合サービス

小規模多機能

２４Ｈ訪問介護
通所介護
２４Ｈ訪問看護
２４Ｈ在宅療養診療所

グループホーム＋小規模多機能型

サービス供給量

通所介護

訪問介護

一般診療所

介護老人福祉施設

・○○市 人口２０万 高齢化率１５％ 認定率１３％
・面積（小型） 人口密度（高）

介護老人保健施設Ｄエリア

一般高齢者

要介護者等

通所介護

訪問介護

通所介護（認知）

特定施設

【出典】地域包括ケア研究会・会議資料

<参考>日常生活圏域サービス基盤のイメージ（都市部の例）

 

 

３．より的確に地域生活の課題等を把握する手法（日常生活圏域ニーズ調査）の積極的な実

施について 

○ この「地域包括ケア」推進の前提として、地域やその地域に居住する高齢者ごとの課題の

的確な把握、具体的には、 

     ①どこに、 

     ②どのような支援を必要としている高齢者が、 

     ③どの程度生活しておられるのか、 

  等をより的確に把握することが重要である。 

 

○ このようなことから、本年１月１５日の全国厚生労働関係部局長会議及び本年３月５日全

国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議等でお示ししたとおり、国としても、第５期計画等を

策定するに当たり、介護サービス等提供量見込みの算出に伴う地域や高齢者の課題等をより

的確に把握するための手法（以下「日常生活圏域ニーズ調査」という。）について５７の保

険者でモデル事業を実施・検討したところである（別添参考資料１を参照）。 

 

○ 今般、このモデル事業の実施結果等を踏まえ、日常生活圏域ニーズ調査の成案を示すもの

である（別添参考資料２、３を参照）。 

 

○ 日常生活圏域ニーズ調査は、あくまで任意のものと考えているが、各地方自治体におかれ

ては、第５期計画の策定に当たって、この調査を積極的に活用していただき、地域の課題や

高齢者のニーズ等をより的確に把握していただきたい。 
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○ 当該調査は、管内の全ての圏域の悉皆調査ではなく、選定した一部の圏域における抽出に

よる調査でも差し支えなく、各市町村の実情に応じ、可能な範囲で取り組んでいただきたい。 

 

○ 各自治体におかれては、従来より、高齢者の利用意向調査などの調査を実施していただいてい

るところであるが、日常生活圏域ニーズ調査で示す調査項目にこれまで実施してきた調査の項

目を適宜追加する、若しくは一部組み替える等、地域の実情に応じた工夫を行っていただいても

差し支えないものと考えている。高齢者やその家族の主観的な利用意向だけでなく、より客

観的な高齢者のニーズを把握する手法として、日常生活圏域ニーズ調査を活用していただき

たい。 

 

○ 日常生活圏域ニーズ調査については、平成２１年度に先行実施した自治体の実績からも、

軽度認知症、虚弱、閉じこもり等の傾向の見られる高齢者が、どこに、どの程度生活してお

られるのかが把握でき、地域ごとの高齢者の課題が鮮明になり、各課題に即した的確な対応

手法を計画ベースで検討できるようになったといった評価をいただいていることから、高齢

者のニーズをより的確に把握する有効な手法として、是非、日常生活圏域ニーズ調査を実施

していただきたい。 

 

○ なお、日常生活圏域ニーズ調査やそれを踏まえた基本的な地域の課題の把握は、次頁以降

の実施方法等に基づき実施・把握することができるが、日常生活圏域ニーズ調査で明らかに

なった課題のより詳細な見せ方や分析方法等は、今後、策定予定の介護保険事業計画策定の

ためのテキストの中で年度内を目途に情報提供を行う予定。 

 

・被保険者対象
（一般・介護予防事業の対象者・要支援者・要介護者）

・ニーズ調査を郵送回収方式で実施

・未回収者への訪問調査（民生委員等の協力）回収

・データ入力・分析作業
・課題分析結果表作成
・個別リスク個人結果一覧作成（訪問・個人支援・地域支援に活用）

サービス必要量の決定
・介護保険事業計画策定作業
保険給付：地域支援事業の総量
積算等

○生活圏域ごとのサービス供給量（保険給付・地域支援事業）
○その他特別給付やインフォーマルサービス等 ○サービス供給方針の決定 保険料の算定へ

ニーズ調査項目
・世帯構成
・認知症関係
・所得レベル
・住まい関係
・予防・早期対応
（ADL・IADLの状況）
（生活支援と生活行為の向上）
（孤立者等の早期発見）

・疾病状況 等
※未回収訪問時の洞察・生活圏域の課題項目

・介護予防事業の対象者の把握・ニーズ量把握等

給付実績
等分析

日常生活圏域ニーズ調査による計画策定フロー（ごく粗いイメージ）

※上記は典型的なものであり、どこまで実施するかは個別保険者の判断による。
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①調査票の作成（準備）

○ 厚生労働省で示す調査項目に、これまで実施してきた各自治体の実態調査の項目等を適宜追
加する、若しくは一部組み替える等、地域の実情に応じた調査項目の工夫を行っていただいて差
し支えありません。

○ なお、調査票は、調査結果を集計・解析することで、例えば、この地域は一人暮らしで且つ認知
症の方が多いので認知症高齢者グループホームが最低１カ所は必要といった、地域の課題の内
容及び量的な状況を明らかにし、計画に反映できるような質問項目を設定することが重要です。

②調査票の発送・回収

〈実施地域〉

○ 市町村が設定している日常生活圏域の中から選定した圏域を実施地域とします。

○ なお、全圏域の悉皆調査ではなく、選定した一部の圏域における抽出による調査でも差し支えあ
りません。

〈調査対象者〉

○ 65歳以上で、要支援・要介護認定を受けていない方および要支援・要介護者の全数または一
部（無作為抽出）を対象とします。なお、要支援・要介護者については、①要介護２までの人数が
多いこと、②要介護３以上は給付分析等により一定の予測が可能なこと等の理由により、要介護
２までの方を選定することも考えられます。

日常生活圏域ニーズ調査の実施方法について①

〈調査票の配布・回収方法〉

○ 調査対象者への郵送・返信方式による調査票の配布・回収（参考：平成２１年度に先行的に実施

したモデル事業の実施結果では、調査の実施期間は１カ月程度であった。）により行います（直

接、民生委員や職員等が持参する方法も有り。）。

○ 期日迄に回答がなされない高齢者については、実情に応じて各地区の民生委員等の協力を得

て訪問調査（未回収者へは訪問予定通知の配布等を実施）により調査票を回収します。到着後、

調査票以外の物（手紙等）が同封されていないかも確認します。

○ 調査票の回収率が低いと、その日常生活圏域の実態把握が十分に行えないため、回収率を高

めることが重要です。そのためには、広報誌などによる事前の周知や上記のように民生委員等

が訪問回収（督促）を行うことが有効です。民生委員やその他の地域の人材の協力を仰ぐことは

、課題を住民と共有して、地域づくりを強化することにつながり、また訪問することで未回答者の

実態（そこに住んでいない、入院している等）の把握にもつながります。民生委員等の協力を得る

ことが困難な場合には、未回答者に督促ハガキを出すなどの回収率向上策を行うことが重要で

す。この民生委員等の協力を得る際には、事前に調査の趣旨等を十分に説明しておく必要があ

ります。平成２１年度モデル事業の３保険者では、いずれも回収率が９割を超えています。

68

日常生活圏域ニーズ調査の実施方法について②
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③調査結果の集計・分析

○ 生活機能低下者割合、閉じこもりの状況、転倒のおそれ、低栄養状態の傾向、その他のニー

ズ等の集計・分析を行うことにより、調査実施地域の現状・課題と必要な施策等の検討事項を

明らかにすることができます。同時に、それが介護保険事業計画策定の基礎資料となります。

④調査結果の個人返却

○ 本調査により把握した結果について、平成２１年度のモデル事業においては、調査に回答し

ていただいた方について、個別の調査結果に基づき個人結果アドバイス表を作成し、各人に

個別返送したり、一部では、結果説明会を開催し、参加者に対してはその場で返却する等に

より、高齢者の今後の生活の指針のひとつとして活用を図っていただいております。このよう

に、調査結果の個人返却は個人が自身の生活習慣を振り返り、健康への意識を高めるきっ

かけとなる等、個人にとってのメリットであり、回収率を高めるためのインセンティブとなるもの

です。

日常生活圏域ニーズ調査の実施方法について③

⑤事業の費用・効果

○ 平成２１年度に先行したモデル事業の実績によれば、日常生活圏域ニーズ調査費用を算定す

ると、調査対象1,000人・回収率95％とした場合、１人当たりの調査費用は1,900円前後（個人結

果の生活アドバイス票の作成や、生活支援ソフト（仮称）の作成等（付加分）の経費を含む。）と

見込まれました。

○ 日常生活圏域ニーズ調査の実施効果としては、「①日常生活圏域の課題の明確化」「②介護

保険事業計画の客観的基礎データの整備」「③個人への生活アドバイス表の送付による健康

への意識を高める効果」、さらには④介護予防事業の対象者の同時把握等があります。

○ そのほか、得られたデータをデータベース化することにより、計画策定のためのツールにとどま

らない、例えば、地域包括支援センター等による訪問の優先度の高い人のリストを作成したり、

介護予防事業の対象者に対する施策の誘いかけ対象者リストを作成したりすることも可能です

。ニーズ調査データを２次活用することにより、地域支援事業で展開される介護予防事業や総

合相談支援事業の高齢者実態把握の基礎データが準備されるものとなります。

日常生活圏域ニーズ調査の実施方法について④
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①日常生活圏域の課題の明確化

○ これまでの介護保険事業計画の策定に当たっては、主に「どのようなサービスが利用したい

かを、高齢者自身に尋ねる調査」が中心となっていました。しかし、そのような調査では、地

域の課題やその地域に居住する高齢者の利用意向のみにとどまらない真のニーズを的確

に把握することは難しい面があります。

○ 有効な介護保険事業計画を立てるためには、まず地域のニーズを客観的に把握する必要

があります。「日常生活圏域ニーズ調査」は、日常生活圏域ごとに高齢者の要介護リスク等

の指標を把握・集計することにより、日常生活圏域ごとに必要なサービスの種類・量を見込

み、居宅介護・施設介護・地域密着型介護サービス等の基盤整備や地域支援事業・市町村

特別給付・保健福祉事業等の構築をどのように進めていくか等を政策決定するために行い

ます。したがって、ここでいうニーズとは、高齢者の利用意向の有無を問わず、リスクの裏返

しとしての潜在的なニーズも含めた、より広い意味でのニーズを意味します。

日常生活圏域ニーズ調査実施の主なメリットについて（例①）

 

②介護保険事業計画の客観的基礎データの整備
○ 日常生活圏域ニーズ調査により、例えば、認知症の方が多い地域や閉じこもりの傾向の見られ
る方が多い地域が明らかになり、認知症デイサービスやグループホーム等の必要量、閉じこもり
等の課題に対応した介護予防訪問介護の必要量、介護保険サービス以外の配食や送迎サー
ビスの必要性などが明らかになります。

○ 地域のニーズを推測による定性的なものではなく、数量的に把握し、根拠をもってある程度客
観的にサービスの整備や事業メニューの構築等を行うことにより、限られた財政のなかで無駄
のない介護保険事業を実施することが可能になるとともに、合理的な人員配置や予算配分も可
能になるものと考えます。

③個人への生活アドバイス表の送付による健康への意識を高める効果
○ 平成２１年度に先行実施した日常生活圏域ニーズ調査モデル事業では、回答された個人ごとに
アドバイスを掲載した個人結果表を作成して返送することで、個人が自身の生活習慣を振り返り
健康への意識を高めるきっかけとなりました。個人結果表を返送する際に各個人の状態に適し
た介護予防教室の案内を同封するといった工夫も考えられます。

④介護予防事業の対象者の同時把握
○ 日常生活圏域ニーズ調査は、介護予防事業の対象者を把握する基本チェックリストの項目も包
含しているため、計画策定のための地域の課題等の把握とあわせて、介護予防事業の対象者
の把握も同時に行うことができます。また、本調査の調査対象となった方については、地域での
高齢者実態把握で最も重要な課題である、閉じこもり、うつ、孤立・孤独や一人暮らしの認知症
高齢者等の早期発見・対応についても可能となります。

日常生活圏域ニーズ調査実施の主なメリットについて（例②）

 


